
東日本大震災に関連した各府省の規制緩和等の状況 平成23年4月18日作成
内 閣 府

1 内閣府・総務省
特定非常災害特別措置法第三条に規定する行
政上の権利利益に係る満了日の延長に関する
措置

許認可等（平成23年3月11日以後に満了するもの）
の存続期間（有効期間）を最長で平成23年8月31日
まで延長することとする。（なお、満了日が延長され
る具体的な許認可等は、各府省の告示により別途
指定・公表されている。また、告示のない許認可等
についても、申出により、満了日の延長が認められ
る場合がある。）

政令
3月13日

（公布・施行）

平成二十三年東北地方太平洋沖地震
による災害についての特定非常災害及
びこれに対し適用すべき措置の指定に
関する政令（平成23年3月13日政令第
19号）

2 内閣府・総務省
特定非常災害特別措置法第四条に規定する期
限内に履行されなかった義務に係る免責に関す
る措置

法令に基づく届出等の義務が、本来の期限までに
履行できなかった場合であっても、それが特定非常
災害によるものであることが認められた場合には、
平成23年6月30日までに履行すれば、行政上及び
刑事上の責任を問われないこととする。

政令
3月13日

（公布・施行）

平成二十三年東北地方太平洋沖地震
による災害についての特定非常災害及
びこれに対し適用すべき措置の指定に
関する政令（平成23年3月13日政令第
19号）

3 公正取引委員会 独占禁止法等の考え方の公表

震災への対応として事業者が共同して，又は事業
者団体が行う行為に係る独占禁止法の考え方，震
災の影響を受けた事業者が関係する取引に係る下
請法等の考え方を明らかにしたもの

公表
①3月18日
②3月30日
（随時更新）

①被災地への救援物資配送に関する
業界での調整について
②東日本大震災に関連するＱ＆Ａ

4 警察庁
居住証明書による運転免許証の再交付申請の
受理

運転免許証の再交付申請の際に、住所変更を伴う
場合は、住民票の写しその他の住所を確かめるに
足りる書類の提示が必要とされている（道路交通法
施行規則第20条第2項第1号）ところ、これらの書類
の提示が困難な被災者が再交付申請をする際に
は、親戚、避難施設の責任者等による居住証明書
及び証明者の身分証明書の写しによることができる
とする措置。

事務連絡 3月18日

平成23年３月18日付事務連絡 「平成
二十三年東北地方太平洋沖地震によ
る災害についての特定非常災害及びこ
れに対し適用すべき措置の指定に関す
る政令等の施行に伴う運転免許行政上
の留意事項等について」

番号 措置の根拠 文書名等措置等の日付所管府省庁 措置の件名（震災名等は省略） 措置の具体的内容
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番号 措置の根拠 文書名等措置等の日付所管府省庁 措置の件名（震災名等は省略） 措置の具体的内容

5 警察庁
高齢者講習終了証明書を亡失等した者による運
転免許証の更新申請の受理

道路交通法施行規則第29条第４項各号に該当する
者については、運転免許証の更新申請の際に、更
新申請書に高齢者講習終了証明書等を添付しなけ
ればならないこととされているところ、震災によりこ
れらの書類を亡失等した者が更新申請書を提出し
てきた場合には、同人が高齢者講習等を受講した
自動車教習所等に受講の事実を確認することなど
により、高齢者講習終了証明書等の添付がなくても
更新申請書を受理することとする措置。

事務連絡 3月18日

平成23年３月18日付事務連絡 「平成
二十三年東北地方太平洋沖地震によ
る災害についての特定非常災害及びこ
れに対し適用すべき措置の指定に関す
る政令等の施行に伴う運転免許行政上
の留意事項等について」

6 警察庁
震災により教習原簿が入手できない教習生の転
所に伴う手続

教習生が教習所の転所をする際には、転出元の教
習所における履修状況を明らかにした教習原簿を
転出先の教習所に提出し、この原簿を元に教習を
行うこととされているが、震災により原簿が入手でき
ない教習生に対しては、教習手帳等、教習生の履
修状況が記載されている書面により教習の進ちょく
状況を確認するなど、これを不要とし、また、原簿に
添付されるべき転出元の教習所の証明文も不要と
する措置。

事務連絡 3月18日
平成23年３月18日付事務連絡 「震災
に伴う教習生の転所の取扱いについ
て」

7 警察庁
被災した指定自動車教習所が発行した卒業証
明書等の公安委員会による再交付

道路交通法第99条の５第５項に規定される卒業証
明書又は修了証明書（以下「卒業証明書等」とい
う。）の再交付について、原則は、卒業証明書等を
発行した指定自動車教習所が再交付することとされ
ているが、教習所が被災しているような場合には、
当該教習所を管轄する公安委員会が代わって卒業
証明書等の再交付ができることとする措置。

事務連絡 3月24日

平成23年３月24日付事務連絡 「平成
二十三年東北地方太平洋沖地震により
被災した指定自動車教習所が発行した
卒業証明書又は修了証明書の再交付
における留意事項について」
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番号 措置の根拠 文書名等措置等の日付所管府省庁 措置の件名（震災名等は省略） 措置の具体的内容

8 警察庁
被災した教習所における、他の教習所の運転シ
ミュレーターを借用しての教習

教習所が行う技能教習においては、高速自動車国
道等又は運転シミュレーターによる教習（高速教習）
を行うこととされているが、高速道路において交通
規制が実施されているなどやむを得ない場合にお
いて、運転シミュレーターを持たない教習所につい
ては、他の教習所が有する運転シミュレーターを借
用して教習を行うことができることとする措置。

事務連絡 3月18日

平成23年３月18日付事務連絡 「平成
二十三年東北地方太平洋沖地震によ
る災害についての特定非常災害及びこ
れに対し適用すべき措置の指定に関す
る政令等の施行に伴う運転免許行政上
の留意事項等について」

9 警察庁 自動車保管場所証明事務の取扱い

津波により自宅が流されるなどした被災者からの自
動車保管場所証明申請については、申請書類を簡
素化し、保管場所の現地調査を省略するなど、可能
な限り簡便な手続きで、証明書を即日交付すること
とした。
また、自宅は被災していないものの、震災や津波で
自動車を失った被災者からの申請についても、必要
に応じて、保管場所の現地調査を事後に行うなどし
て、証明書を速やかに交付することとした。
これらのほか、震災前に発行された証明書の有効
期間の延長や納品予定車両が震災等により変更さ
れた場合の証明書の修正等についても、被災者の
負担軽減を図る措置を講じた。

事務連絡 3月22日

平成23年3月22日付事務連絡 「平成
23年東北地方太平洋沖地震に伴う自
動車保管場所証明事務の取扱いにつ
いて」
等

10 警察庁 被災者保有車両の駐車の取扱い

自動車で県外に避難した被災者の保有車両につい
て、短期間のうちに保管場所を確保することが困難
な場合には、一定の期間に限り、警察署に駐車許
可の申請を行うことにより、申請に係る駐車が交通
の安全に著しい悪影響を与えるようなときを除き、
特例として路上駐車の許可証を交付し、当該路上
駐車場所を保管場所として使用することを認めるこ
ととした。

事務連絡 3月25日

平成23年3月25日付事務連絡 「平成
23年東北地方太平洋沖地震に伴う被
災者保有車両の駐車の取扱いについ
て」
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番号 措置の根拠 文書名等措置等の日付所管府省庁 措置の件名（震災名等は省略） 措置の具体的内容

11

警察庁・金融庁・総
務省・法務省・財務
省・厚生労働省・農
林水産省・経済産
業省・国土交通省

被災者の本人確認方法の特例及び寄附金の振
り込みに際しての本人確認対象取引の特例

① 被災者が本人確認書類を消失し、口座の開設
等に際して通常の方法による本人確認が困難であ
るときは、暫定的な措置として、当分の間、当該被
災者から申告を受ける方法により、本人確認を行う
ことができる。
② 寄附を受けるために開設された預貯金口座へ
の一定額までの義援金の送金については、本人確
認を要しない。

命令
3月25日

（公布・施行）

内閣府、総務省、法務省、財務省、厚
生労働省、農林水産省、経済産業省、
国土交通省令第一号 犯罪による収益
の移転防止に関する法律施行規則の
一部を改正する命令

12 金融庁
金融検査マニュアル・監督指針の特例措置及び
運用の明確化

①金融検査マニュアルについて、震災により連絡が
一時的に取れないこと等から、金融機関が実態把
握を行うことが一時的に困難となっている債務者を
対象とした特例措置等を設け、②監督指針につい
て、震災の影響により、直ちに経営再建計画を策定
することが困難な債務者に係る特例措置を設けた。

①通達、
②監督指針

3月31日

平成23年3月31日付 金検第147号 平
成23年東北地方太平洋沖地震による
災害についての金融検査マニュアルの
特例措置及び運用の明確化について

13 消費者庁 震災地域における食品衛生法の運用

震災地域で販売・授与される食品の表示について、
当分の間、食品衛生法に基づく行政措置の対象と
しない。
なお、公衆衛生の確保には、引き続き配慮いただき
たい。

通知
3月16日
3月18日

平成２３年３月１６日付 消食表第１１２
号「東北地方太平洋沖地震を受けた食
品衛生法に基づく表示基準の運用につ
いて」

平成２３年３月１８日付 消食表第１２０
号「東北地方太平洋沖地震を受けた食
品衛生法に基づく表示基準の運用につ
いて」

14 消費者庁 製造所固有記号の表示の運用

食品製造工場の被災や計画停電に伴う稼働時間
の短縮等により工場（製造所）を変更するときに、変
更前の工場（製造所）で使用していた記号を同じ製
造者の他の工場（製造所）又は他の製造者の工場
（製造所）で使用する必要がある場合には、新たな
記号を届け出なくても、ＦＡＸにより消費者庁食品表
示課へ届け出ることにより、変更前の既存の包材を
例外的に使用することができる。
また、食品製造工場の被災や計画停電に伴う稼働
時間の短縮等により、記号を新たに緊急に届け出
る必要がある場合には、ＦＡＸにより消費者庁食品
表示課へ届け出ることができる。

通知 3月24日
平成２３年３月２４日付 消食表第１２９
号「東北地方太平洋沖地震を受けた製
造所固有記号の表示の運用について」
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番号 措置の根拠 文書名等措置等の日付所管府省庁 措置の件名（震災名等は省略） 措置の具体的内容

15 消費者庁
食品衛生法に基づく表示基準の経過措置の運
用

食品衛生法に基づく表示基準のうち、平成23年3月
31日をもってその移行期間が終了するものについ
ては、旧規定による表示があったとしても、当分の
間、食品衛生法に基づく行政措置の対象としない。

通知 3月24日

平成２３年３月２４日付 消食表第１３１
号「東北地方太平洋沖地震を受けた食
品衛生法に基づく表示基準の経過措置
の運用について」

16 消費者庁
容器入り飲料水（ミネラルウォーター類）に係る
食品衛生法の運用

容器入り飲料水（ミネラルウォーター類）のうち、消
費者の誤認を招くような表示をしておらず、殺菌又
は除菌を行わないものにあってはその旨等を、製品
に近接したPOPや掲示により消費者が知ることがで
きるようにしているものについては、義務表示事項
が表示されていなくとも、当分の間、食品衛生法に
基づく行政措置を行わない。
なお、国内において製造される商品については、製
造者に関する情報を消費者庁食品表示課へ届け出
させるとともに、当該情報を商品に表示させることと
する。
また、掲示等には、消費者への適切な情報提供の
観点から、硬水・軟水の別を併せて表示することが
望ましい。

通知 3月25日

平成２３年３月２５日付 消食表第１３６
号「東北地方太平洋沖地震に伴う容器
入り飲料水に係る食品衛生法に基づく
表示基準の運用について」

17 消費者庁 食品衛生法に基づく表示基準の運用

震災地域にも相当量を供給している食品であって、
今般の地震によりやむを得ない理由で当該製品の
原材料を緊急に変更せざるを得ないものについて、
震災地域への供給増等により震災地域以外で販
売・授与する際の包材の変更が一時的に追いつか
ない場合には、例示すべき調味料の名称の違いな
ど、消費者の誤認を招かず、かつ、公衆衛生の見
地から問題が生じない軽微な違いであって、製品に
近接したＰＯＰや掲示により、本来表示すべき内容
を消費者が知ることができるようにしていれば、当
分の間、食品衛生法に基づく行政措置を行わなくて
も差し支えないこととする。
委託先の製造者や製造所を変更する場合にあって
は、消費者庁食品表示課へ届け出ることにより、表
示された製造所の所在地及び製造者の氏名と実際
の製造所の所在地及び製造者の氏名が異なること
となっても差し支えないこととする。

通知 3月29日

平成23年3月29日付 消食表第138号
「東北地方太平洋沖地震を受けた食品
衛生法に基づく表示基準の運用につい
て（追加）」
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番号 措置の根拠 文書名等措置等の日付所管府省庁 措置の件名（震災名等は省略） 措置の具体的内容

18
消費者庁・農林水
産省

ＪＡＳ法に基づく品質表示基準の経過措置の運
用

JAS法に基づく表示基準のうち、平成23年3月31日
をもってその移行期間が終了するものについては、
旧規定による表示があったとしても、当分の間、
JAS法に基づく行政措置の対象としない。

通知 3月24日

平成２３年３月２４日付 消食表第１３２
号「東北地方太平洋沖地震を受けたＪＡ
Ｓ法に基づく品質表示基準の経過措置
の運用について」

19
消費者庁・農林水
産省

容器入り飲料水（ミネラルウォーター類）に係るＪ
ＡＳ法の運用

容器入り飲料水（ミネラルウォーター類）のうち、消
費者の誤認を招くような表示をしておらず、表示責
任者（製造業者、輸入業者等の名称・住所）、原産
国（輸入品の場合）等を、製品に近接したＰＯＰや掲
示により商品選択の際に消費者が知ることができる
ようにしているものについては、当分の間、JAS法に
基づく行政措置の対象としない。

通知 3月25日

平成２３年３月２５日付 消食表第１３５
号・２２消安第１０２２１号「東北地方太
平洋沖地震に伴う容器入り飲料水に係
るＪＡＳ法の運用について」

20
消費者庁・農林水
産省

加工食品に係るＪＡＳ法の運用

震災地域にも相当量を供給している加工食品で
あって、今般の地震によりやむを得ない理由で当該
製品の原材料を緊急に変更せざるを得ないものに
ついて、震災地域への供給増等により震災地域以
外で販売する際の包材の変更が一時的に追いつか
ない場合には、当該製品の一括表示欄の原材料の
記載順違いなど消費者の誤認を招かない軽微な違
いであって、製品に近接したＰＯＰや掲示により、本
来表示すべき内容を消費者が知ることができるよう
にしていれば、当分の間、JAS法に基づく行政措置
の対象としない。

通知 3月29日

平成２３年３月２９日付 消食表第１ ３
７ 号・２２消安第１０２２２号「東北地方
太平洋沖地震に伴う加工食品に係るＪ
ＡＳ法の運用について」

21 総務省 住民基本台帳事務の取扱い

被災地域から転入した転出証明書を提出できない
住民については、生年月日、性別、戸籍の表示等を
届出させ、住基ネットを適切に活用すること等により
転入届を受理。

通知 3月13日

平成23年3月13日付 総行住第35号
東北地方太平洋沖地震等に関する住
民基本台帳事務の取扱いについて（通
知）
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番号 措置の根拠 文書名等措置等の日付所管府省庁 措置の件名（震災名等は省略） 措置の具体的内容

22 総務省
震災により本人確認が困難な場合の携帯電話
契約の本人確認方法の特例

被災者が本人確認書類を消失し、携帯電話の契約
に際して本人であることを確認できる書類がない場
合に、暫定措置として平成23年8月31日までの間、
当該被災者の申告により、本人確認を行うことがで
きる。

省令 3月25日

携帯音声通信事業者による契約者等
の本人確認等及び携帯音声通信役務
の不正な利用の防止に関する法律施
行規則（平成23年3月25日総務省令第
18号）

23 法務省 印鑑の証明書の発行停止に係る取扱い等

会社・法人の代表者において，印鑑カード及び登記
所に提出した印鑑を紛失し，東日本大震災により，
市区町村長からその作成に係る印鑑登録証明書の
交付を受けることができないため，印鑑証明書の交
付請求又は印鑑カードの廃止の届出及び印鑑カー
ドの交付の請求をすることができない場合につい
て，登記官は，運転免許証等で当該代表者の本人
確認をすること等によって，印鑑証明書の発行又は
一時発行停止をすることができることとしたもの

通達 3月18日

平成２３年３月１８日付け法務省民商第
６９１号 東北地方太平洋沖地震に伴う
印鑑の証明書の発行停止に係る取扱
い等について（通達）

24 法務省 印鑑の改印等に係る取扱い

会社・法人の代表者において，登記所に提出した印
鑑を紛失し，かつ，市区町村長に印鑑登録をするこ
とができず，又は東日本大震災により，市区町村長
から印鑑証明書の交付を受けることができないた
め，印鑑の届出をすることができない場合につい
て，登記官は，運転免許証等で当該代表者の本人
確認をすること等によって，当該改印をすることがで
きることとしたもの

通達 3月30日

平成２３年３月３０日付け法務省民商第
８１９号 東北地方太平洋沖地震に伴う
印鑑の改印等に係る取扱い等について
（通達）

25 法務省 供託金の納入期日の延長

平成２３年３月４日から同月１１日までの間に受理し
た供託については，供託金の納入期日を同年４月１
日まで延長したものとして取り扱うことができること
とした。

通知 3月16日
平成２３年３月１６日付け 法務省民商
第６４５号 東北地方太平洋沖地震に
伴う供託事務の取扱いについて

26 法務省 供託官が振り出した小切手の換金場所の緩和

供託所と取引関係のある日銀代理店が営業を停止
している等によって，同店での換金が困難な場合に
は，供託官が他に指定する日銀支店又は日銀代理
店においても換金をすることができることとした。

事務連絡 3月18日

平成２３年３月１８日付け 事務連絡
東北地方太平洋沖地震によって供託の
事務処理に影響が生じた供託所の事
務処理について
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番号 措置の根拠 文書名等措置等の日付所管府省庁 措置の件名（震災名等は省略） 措置の具体的内容

27 法務省
難民認定申請において在留資格に係る許可及
び仮滞在許可をする際の除外事由の適用

難民認定申請が本邦に上陸した日から６月を経過
した後に行われた場合でも出入国管理及び難民認
定法第61条の２の２第１項第１号に規定する「やむ
を得ない事情がある場合」に該当するものとして取
り扱うもの

通知 3月25日

平成２３年３月２５日付け法務省管総第
１８１０号「平成２３年東北地方太平洋沖
地震の被害者に対する在留資格に係る
許可及び仮滞在許可の除外事由の適
用について(通知）」

28 法務省
再入国許可を取得せず途中帰国した技能実習
生等の取扱い

上陸許可基準に適合しないため，上陸特別許可で
対応し，実習等の残余の期間に係る在留を認める
もの

通知 3月28日

平成２３年３月２８日付け法務省管在第
１１６５号「平成２３年東北地方太平洋沖
地震発生等による研修・技能実習に係
る取扱いについて（通知）」

29 財務省
個人向け国債の中途換金を請求する場合の手
続の特例

被災者に対する個人向け国債の中途換金の特例
（禁止期間にかかわらずいつでも中途換金可能）に
ついて、従来必要とされていた罹災証明書等がなく
ても中途換金が可能となるようにした。

省令 3月15日

平成23年3月15日付 東北地方太平洋
沖地震等の被災者の方が個人向け国
債の中途換金を請求する場合の手続
の特例について

30 財務省 被災者の本人確認方法の特例

被災者が本人確認書類を消失し、口座の開設等に
際して通常の方法による本人確認が困難であるとき
は、暫定的な措置として、当分の間、当該被災者か
ら申告を受ける方法により、本人確認を行うことが
できる。

省令
3月25日

（公布・施行）

財務省令第六号
外国為替に関する省令の一部を改正す
る省令

31 外務省 特別措置による査証申請

3月11日時点において在留資格「留学」で滞在して
いたが、その後再入国許可を取得せずに出国した
留学生で、留学していた大学等教育機関において
引き続き教育を受けることが確認できる場合は、特
別措置として手続の簡略化等を行い、新たな査証を
発給する。

通達 3月31日

平成23年3月31日付 査証通達（東北
地方太平洋沖地震等：再入国許可未取
得者に対する取扱い（在留資格「留
学」）
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番号 措置の根拠 文書名等措置等の日付所管府省庁 措置の件名（震災名等は省略） 措置の具体的内容

32 文部科学省 被災地域の児童生徒等の就学機会の確保

被災した義務教育諸学校の児童生徒が転入学した
場合には、通常の転入学の場合と同様に、平成22
年度用教科書を無償給与する。なお、転入学前の
学校で給与された教科書を滅失・棄損している場合
には、当該教科書分を無償給与する。この場合、教
科用図書給与証明書がなくとも、必要な教科書の無
償給与を受けることができるものとする。

通知
事務連絡

3月14日
3月17日

平成23年3月14日付 22文科初第1714
号 東北地方太平洋沖地震における被
災地域の児童生徒等の就学機会の確
保等について（通知）

平成23年3月17日付 東北地方太平洋
沖地震により被災した児童生徒に係る
教科書給与事務について

33 文部科学省 平成23年度学事日程等の取扱い

平成23年度当初の授業期間については、補講授業
やインターネット等を活用した学修、課題研究など、
学修時間を確保するための方策を大学が別途講じ
ていれば、10週又は15週の期間について弾力的に
取り扱って差し支えないこととする。

事務連絡 3月25日
平成23年3月25日付 東北地方太平洋
沖地震の発生に伴う平成23年度学事
日程等の取扱いについて

34 文部科学省
復旧工事に係る埋蔵文化財に関する文化財保
護法の規定の適用

災害に伴う仮設住宅の建設等の復旧工事について
は、文化財保護法に基づく埋蔵文化財の関係規定
（届出及び通知）の取扱いを緩和する旨を文化庁か
ら関係都道府県教育委員会に通知した。

通知 3月25日

平成23年3月25日付 22庁財第1213号
文化庁次長通知 東北地方太平洋沖
地震に伴う復旧工事に係る埋蔵文化財
に関する文化財保護法の規定の適用
について（通知）

35 文部科学省
災害復旧事業に係る文化財保護法第125条及び
第168条の規定の適用

東北地方太平洋沖地震に伴う災害復旧事業で該当
県市内の史跡名勝天然記念物の指定に係る土地
で行われるものについては、文化庁長官の許可を
要しない「非常災害のために必要な応急措置を執る
場合」に当たるとし、その対象となる災害復旧事業
の範囲について、文化庁から関係都道府県教育委
員会に通知した。

通知 3月25日

平成23年3月25日付 22庁財第1214号
文化庁次長通知 東北地方太平洋沖
地震に伴う災害復旧事業に係る文化財
保護法第125条及び第168条の規定の
適用について（通知）

36
文部科学省・厚生
労働省

医療関係職種（保健師、助産師、看護師等）の
国家試験受験資格及び学校養成所の教育体制

学校養成所の満たすべき体制、実習先の変更申請
手続きにおける期間の弾力化等を行うものとする。
また、今回の震災対応により、授業の実施期間が
短縮等された場合にも国家試験の受験資格が認め
られるものとする。

事務連絡 4月5日

平成23年4月5日付 東日本大震災の
発生に伴う医療関係職種の受験資格
及び学校養成所の運営等に係る取扱
いについて
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番号 措置の根拠 文書名等措置等の日付所管府省庁 措置の件名（震災名等は省略） 措置の具体的内容

37 厚生労働省 被災者に係る被保険者証等の提示
被災者が被保険者証を保険医療機関に提示できな
い場合においても受診が可能とする。

事務連絡
3月11日
4月2日

平成23年3月11日付 東北地方太平洋
沖地震による被災者に係る被保険者証
等の提示について

38 厚生労働省 被災者の公費負担医療の取扱い

公費負担医療を受けている被災者が、手帳等の提
出ができない場合においても受診が可能とする。緊
急の場合は、指定医療機関以外の医療機関でも受
診できることとする。

事務連絡
3月11日
3月18日

平成23年3月11日付 平成東北地方太
平洋沖地震による被災者の公費負担
医療の取扱いについて
及び3月18日付 同（その２）

39 厚生労働省
被災した要援護者への対応及びこれに伴う特例
措置等

社会福祉施設等における避難者の取扱を示すもの 通知 3月11日

平成23年3月11日付社援総発0311第1
号等 東北地方太平洋沖地震により被
災した要援護者への対応及びこれに伴
う特例措置等について

40 厚生労働省 社会福祉施設における緊急的対応について

要援護者に対する社会福祉施設における緊急的措
置として、施設の定員を超えて受入れを行うととも
に、施設の空きスペースなどを福祉避難所として提
供する。

事務連絡 3月11日
平成23年３月11日付 社会福祉施設に
おける緊急的対応について（依頼）

41 厚生労働省 被災者に係る被保険者証の提示等
要介護認定事務の取扱や被災者が介護保険の被
保険者証を提示できない場合であっても利用可能と
する。

事務連絡 3月12日
平成23年3月12日付 東北地方太平洋
沖地震による被災者に係る被保険者証
等の提示について

42 厚生労働省 処方箋医薬品の取扱い

被災地の患者に対して、医師の受診が困難又は医
師等からの処方せんの交付が困難な場合に、必要
な処方せん医薬品を販売又は授与することが可能
であることを周知。

事務連絡
3月12日
3月14日
3月15日

平成23年3月12日付 平成23年東北地
方太平洋沖地震における処方箋医薬
品の取扱いについて（医療機関及び薬
局への周知依頼） 等
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番号 措置の根拠 文書名等措置等の日付所管府省庁 措置の件名（震災名等は省略） 措置の具体的内容

43 厚生労働省
国民年金保険料の免除
年金（障害基礎年金等）の支給停止

国民年金保険料については、被災に伴い、住宅、
家財、その他の財産につき被害金額がその価格の
おおむね２分の１以上の損害を受けた場合には、ご
本人からの申請に基づき、保険料が全額免除にな
る旨定めたもの。

障害基礎年金等の支給停止については、被災者
等の所有に係る財産につき被害金額がその価格の
２分の１以上の損害を受けた場合には、所得を理由
とする支給の停止等は行わない旨定めたもの。

通知 3月13日
平成23年3月13日付 年発0313第1号
東北地方太平洋沖地震に係る社会保
険料の納期限の延長等について

44 厚生労働省
墓地、埋葬等に関する法律に基づく埋火葬許可
の特例措置

市町村長による埋火葬許可証が発行されない場合
でも代替措置により遺体の埋火葬を認めることとす
る。

通知 3月14日

平成23年3月14日付 健衛発0314第1
号 「平成23年(2011年)東北地方太平
洋沖地震」の発生を受けた墓地、埋葬
等に関する法律に基づく埋火葬許可の
特例措置について

45 厚生労働省
工業用ガスボンベを医療用ガスボンベとして使
用することについて

被災地の患者に対して、医療用酸素ガスの供給に
際し、医療用酸素ガスボンベが枯渇したことにより
やむを得ず工業用ガスボンベを使用する場合、一
定の取扱い範囲の中で可能とする。

事務連絡
3月14日
3月19日

平成23年３月14日付 平成23年東北地
方太平洋沖地震における工業用ガスボ
ンベを医療用ガスボンベとして使用する
ことについて（医療機関及び製造販売
業者等への周知依頼） 等

46 厚生労働省 労働保険料等の納期限の延長及び納付の猶予

・被災地域内に所在する事業主等について労働保
険料等の納期限等を延長。
・その他の地域でも、震災により相当な損失を受け
た事業主等について納付を猶予。

通知
3月14日
3月24日

平成23年３月14日付 基発0314第1号
東北地方太平洋沖地震に係る労働保
険料等の納期限の延長等について 等

47 厚生労働省 医療用麻薬の県境移動の取扱い
県境を越えた麻薬の譲渡手続を簡素化し、事前に
電話連絡をした上で、譲渡後に許可申請書を提出
することも可能とする。

事務連絡 3月15日

平成23年3月15日付 平成23年東北地
方太平洋沖地震における医療用麻薬
の県境移動の取扱いについて（卸売業
者、医療機関及び薬局への周知依頼）

48 厚生労働省 救援物資の取扱い
救援物資に該当する貨物であることが確認された
食品等については、食品衛生法第27条に係る届出
を要しないこととする。

通知 3月15日
平成23年3月15日付 食安検発0315第
1号 東北地方太平洋沖地震に関する
救援物資の取扱いについて
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番号 措置の根拠 文書名等措置等の日付所管府省庁 措置の件名（震災名等は省略） 措置の具体的内容

49 厚生労働省
障害者雇用納付金の納付期限等の延長及び納
付の猶予

・被災地域内に主たる事務所が所在する事業主に
ついて障害者雇用納付金の納付期限等を延長。
・その他の地域でも、震災により相当な損失を受け
た事業主について納付を猶予。

通知
3月15日
3月24日

平成23年3月15日付 職発0315第1号
東北地方太平洋沖地震に係る障害者
雇用納付金の納付期限の延長等につ
いて 等

50 厚生労働省 被災に伴う保険診療関係等の取扱い
保険医療機関等の建物が全半壊した場合や、入院
患者の急増等により保険診療上必要な施設基準を
満たさなくなった場合等の保険上の取扱いの特例。

事務連絡 3月15日

平成23年3月15日付 平成23年度東北
地方太平洋沖地震及び長野県北部の
地震の被災に伴う保険診療関係等の
取扱いについて

51 厚生労働省 放射性物質が検出された食品の取扱い

当分の間、原子力安全委員会により示されていた
「飲食物摂取制限に関する指標」を暫定規制値と
し、これを上回る食品については、食品衛生法第6
条第2号に当たるものとして食用に供されることのな
いようにする。

通知 3月17日
平成23年3月17日付 食安発0317第3
号 放射能汚染された食品の取り扱い
について

52 厚生労働省
医師等の医療関係職種の免許申請等に係る取
扱い

医師等の医療関係職種の免許申請について、申請
書の添付書類の弾力化や申請書の提出先の拡大
を図るとともに、震災により免許証をなくした者に対
し、免許を有する旨の証明書を発行することとした。

通知
3月17日
3月24日

平成23年3月17日付 医政発0317第20
号 東北地方太平洋沖地震の発生に伴
う医師等の医療関係職種の免許申請
等に係る取扱いについて 等

53 厚生労働省 被災者に係る利用料等の取扱い
被災した介護サービス利用者等のうち利用料等の
支払いが困難な者については、支払いを猶予する
ことができることとした。

事務連絡
3月17日
3月22日
3月23日

平成23年3月17日付 東北地方太平洋
沖地震及び長野県北部の地震による
被災者に係る利用料等の取扱いについ
て 等

54 厚生労働省 被災した転入者に係る被保険者資格の認定等
被災した介護保険制度被保険者が他市町村に転入
した際の資格認定について弾力的対応を行うことと
する。

事務連絡 3月17日

平成23年3月17日付 東北地方太平洋
沖地震及び長野県北部の地震におけ
る転入者に係る被保険者資格の認定
等について

55 厚生労働省
病院又は診療所の間での医薬品及び医療機器
の融通

被災地の病院又は診療所に対する他の病院又は
診療所からの医薬品及び医療機器の融通は、薬事
法違反とはならないものとすること。

事務連絡
3月18日
3月30日

平成23年3月18日付 東北地方太平洋
沖地震における病院又は診療所の
間での医薬品及び医療機器の融通に
ついて 等
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番号 措置の根拠 文書名等措置等の日付所管府省庁 措置の件名（震災名等は省略） 措置の具体的内容

56 厚生労働省 介護サービス事務所の人員基準等の取扱い

被災地に職員を派遣したことにより職員が一時的に
不足し、人員基準を満たすことができなくなる場合
について、介護報酬、人員基準などの柔軟な取扱
いを可能とする。

事務連絡 3月18日
平成２３年３月18日付 東北太平洋沖
地震に伴い介護サービス事業所の人
員基準等の取扱いについて

57 厚生労働省 被災に伴う医療法等の取扱い

被災地に診療所等を開設する場合や定員を超えて
入院患者を受け入れる場合等において医療法等を
弾力的に運用（事後的な対応を可とする、例外を容
認する等）して差し支えないこととする。

通知 3月21日

平成23年3月21日付 医総発0321第1
号 平成23年東北地方太平洋沖地震、
長野県北部の地震及び静岡県東部の
地震の被災に伴う医療法等の取扱いに
ついて

58 厚生労働省
社会保険料及び労働保険料等に関する納期限
等の延長

震災により多大な被害を受けた地域における社会
保険料及び労働保険料等の納付期限の延長につ
いて、対象地域（青森県、岩手県、宮城県、福島
県、茨城県）において社会保険料及び労働保険料
等に関する納期限等の延長を行う旨定めたもの。

告示 3月24日

平成23年3月24日付 青森県、岩手県、
宮城県、福島県、茨城県における社会
保険料及び労働保険料等に関する納
期限等を延長する件（厚生労働省告示
第66号）

59 厚生労働省 厚生年金保険料等の納付の猶予
厚生年金保険料（健康保険・子ども手当に係る拠出
金・船員保険含む）について、災害に係る納付の猶
予の取扱要領を定めたもの。

通知 3月24日
平成23年3月24日付 年発0324第4号
災害に係る厚生年金保険料等の納付
の猶予について

60 厚生労働省 被災に伴う薬事法等の取扱い

被災地の医療提供体制を確保するため、薬局等が
一時的に営業時間の変更等を行う場合等における
薬事法等を弾力的に運用（届出の省略を可とする、
例外を容認する等）して差し支えないこととする。

通知 3月24日

平成23年3月24日付 薬食総発0324第
1号等 平成23年東北地方太平洋沖地
震の被災に伴う薬事法等の取扱いにつ
いて

61 厚生労働省
厚生年金基金及び国民年金基金の掛金等の納
付期限の延長等

厚生年金基金及び国民年金基金の掛金等につい
て、厚生年金保険の取扱いと同様に、納付期限の
延長及び納付の猶予を行うよう指導。

通知 3月29日

平成23年3月29日付 年企発0329第2
号 東北地方太平洋沖地震に伴う厚生
年金基金及び国民年金基金の掛金等
の納付期限の延長等に係る事務処理
に関する指導等について
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番号 措置の根拠 文書名等措置等の日付所管府省庁 措置の件名（震災名等は省略） 措置の具体的内容

62 厚生労働省 労災診療費等の請求の取扱い

労災指定医療機関等が震災によりカルテ等を紛失
するなどで、診療行為を十分に把握することが困難
な場合の労災診療費の請求方法について、健康保
険の例に倣い、直近数ヶ月の診療費支払額を基に
請求額を算定することができることとする。

通知 3月30日
平成23年3月30日付 基発0330第13号
東北地方太平洋沖地震等に関する労
災診療費等の請求の取扱いについて

63 厚生労働省
国民年金、厚生年金保険及び船員保険の年金
受給権者又は受給者が届出等を提出すべき日
の延長

被災地域（災害救助法適用地域（東京都を除く））に
住所を有する年金受給権者であって、その誕生日
が３月１日から６月３０日までに間にある方につい
て、平成２３年における現況届等の提出期限を平成
２３年７月３１日に延長。

告示 3月31日

平成23年3月31日付 平成２３年東北地
方太平洋沖地震に際し災害救助法が
適用された市町村の区域における国民
年金、厚生年金保険及び船員保険の
年金受給権者又は受給者が届出等を
提出すべき日を延長する件（厚生労働
省告示第95号）

64 厚生労働省 旧規格適合医薬品の流通の延長措置

被災地に所在する卸売販売業者等が流通させる医
薬品について、円滑な流通が確保されるよう旧規格
（改正前の日本薬局方）に適合したもので差し支え
ないとする延長措置（本年６月末まで）を講じたも
の。

告示 3月31日
平成23年3月31日付 日本薬局方の全
部を改正する件の一部を改正する件
（厚生労働省告示第96号）

65 厚生労働省 ミネラルウォーター類の輸入時審査について

当分の間、ミネラルウォーター類の輸入届出の審査
について、輸入実績がある製品については届出事
項に不備がなく、かつ、輸入実績のある製品である
ことが確認できる場合にあっては、追加的報告を求
めず審査を終了する等、審査手続きを簡素化する。

通知 3月31日
平成23年3月31日付 ミネラルウォー
ター類の輸入時審査について

66 厚生労働省 避難所での民間職業紹介の特例措置

民間の職業紹介会社等が、避難所等で被災した求
職者に対して行う職業紹介を容易に実施できるよう
にするために、窓口ごとにパーティションで仕切りを
設けること等を不要とする業務実施方法についての
要件を緩和するものとする。

通知 4月1日
平成23年4月1日付 避難所において職
業紹介事業者又は労働者派遣事業者
が出張相談に応じる取扱いについて

67 厚生労働省
魚介類中の放射性ヨウ素に関する暫定規制値
の取扱い

当分の間、魚介類について野菜類中の放射性ヨウ
素と同一の暫定規制値を準用し、これを上回る食品
については、食品衛生法第6条第2号に当たるもの
として食用に供されることのないようにする。

通知 4月5日
平成23年４月５日付 食安発0405第1号
魚介類中の放射性ヨウ素に関する暫定
規制値の取扱いについて
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番号 措置の根拠 文書名等措置等の日付所管府省庁 措置の件名（震災名等は省略） 措置の具体的内容

68 厚生労働省
厚生年金基金の受給権者が提出する現況届の
提出期限の延長

被災地域（災害救助法適用地域（東京都を除く））に
住所を有する厚生年金基金の受給権者であって、
その誕生日が３月１日から６月３０日までに間にある
方について、厚生年金保険の取扱いと同様に、平
成２３年における現況届の提出期限を平成２３年７
月３１日に延長するよう指導。

通知 4月6日
東北地方太平洋沖地震に係る現況届
の事務処理に関する指導等について

69 農林水産省
海外からの災害救助犬についての弾力的な検
疫ルールの周知

災害救助犬の速やかな検疫・通関を実施するため
に、災害救助犬の弾力的な検疫ルールに関する情
報を改めて周知。

事務連絡 3月11日
海外からの災害救助犬の速やかな通
関

70 農林水産省 震災地域におけるＪＡＳ法の運用
震災地域で販売される飲食料品の表示について、
当分の間、JAS法に基づく行政措置の対象としな
い。

通知 3月14日
平成２３年３月１４日付 ２２消安第９８１
０号「東北地方太平洋沖地震を受けたＪ
ＡＳ法の運用について」

71 農林水産省 獣医師免許申請手続

免許申請に必要な関係書類のうち戸籍謄本等の書
類が直ちに入手できない場合には、申請時に戸籍
謄本を提出することを約束する申立書等の提出を
認める。

事務連絡 3月15日
東北地方太平洋沖地震により獣医師免
許申請手続に必要な書類が入手できな
い方への対応について

72 農林水産省
災害時の応急措置・復旧に係る農業振興地域制
度及び農地転用許可制度の取扱いの周知

地方公共団体による応急仮設住宅の建設、電気や
ガス供給等の公益的事業に係る施設の設置及び復
旧等を行う場合は、農業振興地域制度及び農地転
用許可制度上、国又は都道府県知事の許可を要し
ないこととされており、この取扱いについて関係機
関に対し改めて周知。

通知 3月23日

平成２３年３月２３日付 ２２農振第２１３
７号「東北地方太平洋沖地震に伴う災
害時の応急措置・復旧に係る農業振興
地域制度及び農地転用許可制度の取
扱いの周知について」
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番号 措置の根拠 文書名等措置等の日付所管府省庁 措置の件名（震災名等は省略） 措置の具体的内容

73 農林水産省
系統金融検査マニュアル・監督指針の特例措置
等

系統金融検査マニュアルについて、震災により連
絡が一時的に取れないこと等から、系統金融機関
が実態把握を行うことが一時的に困難となっている
債務者を対象とした特例を措置。

また、震災の影響により、直ちに経営再建計画を
策定することが困難な債務者に対し、経営再建計
画の策定猶予期間の再延長等を可とする監督指針
の特例を措置。

通知 3月31日

・平成23年3月31日付け 22組検第694
号「平成23年東北地方太平洋沖地震に
よる災害についての系統金融検査マ
ニュアルの特例措置及び運用の明確化
について」
・平成23年３月31日付け 金監第802
号・22経営第7353号「「系統金融機関向
けの総合的な監督指針」の一部改正に
ついて」
・平成23年３月31日付け 金監第802
号・22水漁第2469号「「漁協系統信用事
業における総合的な監督指針」の一部
改正について」
・平成23年４月１日付け 23経営第17号
「｢共済事業向けの総合的な監督指針｣
の一部改正について」
・平成23年４月１日付け 23水漁第28号
「｢漁協等の共済事業向けの総合的な
監督指針｣の一部改正について」

74 農林水産省 農業災害補償制度における対応

災害救助法が適用された市町村を区域に含む農業
共済組合等を対象として、家畜、園芸施設共済事業
について農業共済掛金の払込期限等を原則平成23
年6月30日まで延長することができる特例を導入。

通知 3月31日
平成23年３月31日付け 22経営第7389
号「東北地方太平洋沖地震等の被害に
伴う農業共済の対応について」

75 農林水産省
災害復旧事業に係る計画概要書等の提出期限
の延長

農地、農業用施設等の災害復旧事業の実施に当た
り、都道府県が作成する計画概要書等の提出期限
を「災害発生後60日」から「災害による被害状況の
把握が可能となった日から60日」に延長する特例を
措置。

省令 4月1日

「農林水産業施設災害復旧事業費国庫
補助の暫定措置に関する法律施行規
則の一部を改正する省令」（平成23年
農林水産省令第16号）

76 経済産業省
輸出貿易管理令及び輸入貿易管理令上の特例
措置

災害により許可証等を紛失した者に対し、当該許可
証等の写し、申請書類等の写しがない場合につい
ても、再発行申請を受理する。
また、許可証等の有効期間内に有効期限の延長申
請ができなかった者については、申請日まで有効期
間があるものとみなし、有効期限の延長申請を受理
する。

事務連絡 3月16日
平成23年3月16日付 東北地方太平洋
沖地震に伴う輸出入手続の特例措置に
ついて
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番号 措置の根拠 文書名等措置等の日付所管府省庁 措置の件名（震災名等は省略） 措置の具体的内容

77 経済産業省 被災地における品質維持計画の特例措置

揮発油販売業者の揮発油分析義務にかかる軽減
認定措置について、流通経路に変更があった場
合、認定が失効する事となっていたが、特定非常災
害の場合の変更は、例外として失効しない旨を定
め、告示により対象地域および対象期間を公布し
た。

省令
告示

3月22日
（公布・施行）

・揮発油等の品質の確保等に関する法
律施行規則の一部を改正する省令（経
済産業省令第六号）
・揮発油等の品質の確保等に関する法
律施行規則第十四条の五ただし書の
規定に基づき区域及び期間を定める告
示（経済産業省告示第四十五号）

78 経済産業省
東日本大震災を受けての化学物質の審査及び
製造等の規制に関する法律の届出等に関する
対応について

化審法上の確認書を得ている事業所が被災等によ
り操業ができない場合や書類を紛失した場合等の
対応について、相談窓口、手続き及び必要な書類
等について明確化し、可能な限り迅速に対応する旨
を周知。

運用 3月25日

平成23年3月25日付事務連絡 東日本
大震災を受けての化学物質の審査及
び製造等の規制に関する法律の届出
等に関する対応について

79 経済産業省
東北地方太平洋沖地震の被害を受けた事業者
におけるＰＲＴＲ制度（化学物質排出移動量届出
制度）に基づく届出について

震災に伴う被害によるデータの紛失等により、化学
物質の排出量・移動量等の把握等が困難な場合等
について、排出量・移動量の算出方法や届出の義
務等の法施行に関するお問い合わせを受け付ける
旨を周知。

運用
3月31日 東北地方太平洋沖地震の被害を受け

た事業者におけるＰＲＴＲ制度に基づく
届出について

80 経済産業省
被災地域における液化石油ガスを充てんする容
器の表示の方法の特例

液化石油ガス容器の外面には容器の所有者の氏
名等の表示を高圧ガス保安法の規定に基づき行わ
なければならないが、平成２３年６月１０日までの間
は、現行の規定によらない簡便な方法を認めること
とする。

内規 3月25日

平成２３年３月２５日付け 平成２３・０
３・２３原院第２号「東北地方太平洋沖
地震被災地域における液化石油ガスを
充てんする容器の表示の方法の特例
について（内規）」

81 経済産業省
内燃力発電設備の工事計画に係る工事開始制
限期間の短縮

現行電気事業法令では、内燃力発電設備の設置者
は、大気汚染防止の観点による工事計画等の事前
届出が必要となる。通常、内燃力発電設備の設置
者は、当該届出の受理日から３０日間は工事を開
始できないが、電気事業法第４８条第３項により、同
法第４７条第３項に掲げる事項（技術基準に適合し
ないものではないこと等）に適合していると認められ
た場合は、当該工事開始制限期間を短縮できる。
本運用を実施し、内燃力発電設備の設置者の要望
に応じ、同工事開始制限期間の短縮をする措置を
行う。

事務連絡 3月12日 -
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番号 措置の根拠 文書名等措置等の日付所管府省庁 措置の件名（震災名等は省略） 措置の具体的内容

82 経済産業省
火力発電所に係る定期事業者検査時期の弾力
化

現行電気事業法令では、火力発電設備の設置者
は、定期事業者検査を行い、その結果を記録、保存
しなければならない。 一方、火力発電設備の設置
者は、災害等の非常時において、定期事業者検査
の実施が著しく困難であるときは、産業保安監督部
長の承認を受けることにより、同検査の実施時期を
延長することが可能。本運用を実施し、設置者の申
請に応じ、定期事業者検査の実施時期を１２ヶ月を
限度に延長する措置を行う。

事務連絡 3月29日

平成２３年３月２９日付け 火力発電設
備に係る電気事業法施行規則第９４条
の２第３項第２号の運用について
（東北地方太平洋沖地震による被災下
における定期事業者検査時期変更承
認）

83
経済産業省・国土
交通省・環境省

被災した自動車の処理
自動車リサイクル法上リサイクルが必要となってい
る自動車について、被災した場合の処理方法を整
理したもの

事務連絡 3月28日
東北地方太平洋沖地震により被災した
自動車の処理について

84
経済産業省・国土
交通省・環境省

基準適合表示等が付されていない特定特殊自
動車の使用に係る当面の扱い

災害の緊急復旧現場においては、オフロード法の
基準適合表示等の付されていない特定特殊自動車
でも適法に使用できることを周知するとともに、適法
に使用できる期間など当面の取扱いを定めるもの

事務連絡 3月31日

平成23年東北地方太平洋沖地震の災
害復旧における基準適合表示等が付さ
れていない特定特殊自動車の使用に
係る当面の扱いについて

85
経済産業省・環境
省

被災した家電リサイクル法対象品目の処理
家電リサイクル法対象品目について、被災した場合
の処理方法を整理したもの

事務連絡 3月25日
被災した家電リサイクル法対象品目の
処理について

86
経済産業省・環境
省

被災したパソコンの処理
資源有効利用促進法の指定再資源化製品である
パソコンについて、被災した場合の処理方法を整理
したもの

事務連絡 3月30日 被災したパソコンの処理について

87 国土交通省
水利使用許可制度及び河川敷地占用許可等制
度の運用

・河川法の許可を受けた水利使用を適正に行うこと
ができない状況が発生したことが水利使用の許可
受者等を通じて確認できた場合等に、水利使用許
可制度を迅速かつ柔軟に運用するよう指示。
・ライフラインとなる占用物件が被害を受けた場合に
迅速かつ柔軟に対応できるよう、河川敷地占用許
可等制度を迅速かつ柔軟に運用するよう指示。

事務連絡 3月11日

・平成23年3月11日付 事務連絡
「「平成23年東北地方太平洋沖地震」に
より取水施設等が被害を受けた場合等
の水利使用許可制度の運用について」
・平成23年3月11日付 事務連絡
「「平成23年東北地方太平洋沖地震」に
よりライフラインとなる占用物件が被害
を受けた場合の河川敷地占用許可等
制度の運用について」
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番号 措置の根拠 文書名等措置等の日付所管府省庁 措置の件名（震災名等は省略） 措置の具体的内容

88 国土交通省
ライフラインとなる占用物件の災害復旧の取扱
い

東北地方太平洋沖地震に伴うライフラインの災害復
旧のための道路占用手続きの簡略化について措
置。※東北地方太平洋沖地震で震度５強以上の地
方公共団体へ参考送付済み

通知 3月11日
平成２３年（2011年）東北地方太平洋沖
地震に伴うライフラインとなる占用物件
の災害復旧の取扱いについて

89 国土交通省 船舶の出入港に係る諸手続きの簡素化
船舶の入出港等の届出については、連絡手段を問
わず受け付ける。

事務連絡 3月12日 平成２３年３月１２日付 事務連絡

90 国土交通省 福島原発沖における船舶の航行

福島原発沖の避難区域が沿海区域を越える状況と
なった場合、沿海区域を超えて航行することができ
ない船舶も緊急避難的に沿海区域を越えて航行す
ることを認める。

通知 3月15日
福島原発沖における船舶の航行につい
て

91 国土交通省 自動車検査証の有効期間の伸長

東北地方太平洋沖地震による被災地等に使用の本
拠の位置を有する自動車について、当面、継続検
査を受けることが困難であると認められることから、
当該自動車検査証の有効期間を最大で2ヶ月間伸
長。

公示
HPの公表

3月14日
3月16日
4月5日

東北運輸局宮城運輸支局長公示第7号
東北運輸局秋田運輸支局長公示第6号
等

92 国土交通省 船員の在籍出向の特例
乗組船員を確保できない船舶所有者について、交
替要員を在籍出向の形態で配乗させる場合の特例
を設ける。

通達 3月16日
平成23年3月16日付 国海人第176号
平成２３年東北地方太平洋沖地震に係
る船員の在籍出向の特例について
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番号 措置の根拠 文書名等措置等の日付所管府省庁 措置の件名（震災名等は省略） 措置の具体的内容

93 国土交通省
海技免状、船舶検査、雇入契約等の申請手続き
等の取扱い

海技免状については、免許申請期間の実質的な延
長、船舶検査等については、添付書類の省略、検
査証書等の有効期間の延長等、雇入契約の成立
等の届出については、事後的な手続を可とする等
の弾力的な措置を認める。

事務連絡

○海技免状関係
3月14日

○船舶検査関係
3月14日
3月17日
3月25日

○雇入契約関係
3月14日

○海技免状関係
平成23年3月14日付 事務連絡
平成23年（2011年）東北地方太平洋沖
地震災害対策に係る船舶職員及び小
型船舶操縦者法関連業務の取扱いに
ついて

○船舶検査関係
平成23年3月14日付 事務連絡
東北地方太平洋沖地震に伴う船舶検
査等の取扱いについて
平成23年3月17日付 事務連絡
東北地方太平洋沖地震に伴う船舶登
録測度の取扱いについて
平成23年3月25日付 事務連絡
東北地方太平洋沖地震に伴う「がれき
等」の運送について

○雇入契約関係
平成23年3月14日付 事務連絡
東北地方太平洋沖地震に係る船員法
関係事務の取扱いについて（事務連
絡）

94 国土交通省
救援活動における航空機からの物件投下の届
出等に関する法手続の弾力的な運用

救援活動に従事する航空機については、救援物資
の投下の届出、空港以外の場所での離着陸及び最
低安全高度以下の飛行の許可について、具体的な
回数又は場所を特定しない包括的な法手続きを可
能とする。

通知 3月17日

平成23年3月17日付 国空航第1366号
東北地方太平洋沖地震に係る救援活
動における航空法第89条ただし書の届
出等に関する処理要領について

95 国土交通省
救援活動等に従事する航空機の耐空証明の有
効期間満了時の取り扱い

救援活動等に使用される航空機に関して、航空機
の耐空証明の有効期間が満了する場合であって、
救援活動を継続的に行う必要等によりその更新が
困難である場合には、航空法上の許可を受けること
で、有効期間満了後も、当該航空機により、引き続
き救援活動を行ってもよいこととする。

通知 3月18日

平成23年3月18日付 国空機第1152号
国空乗第625号 東北地方太平洋沖地
震に伴う救援活動に従事する航空機に
関する航空法上の手続の弾力的な運
用について

96 国土交通省
救援活動等に従事する航空機乗組員の航空身
体検査証明の有効期間満了時の取り扱い

救援活動等に使用される航空機に関して、航空機
乗組員の航空身体検査証明の有効期間が満了す
る場合であって、救援活動を継続的に行う必要等に
よりその更新が困難である場合には、航空法上の
許可を受けることで、有効期間満了後も、当該航空
機乗組員により、引き続き救援活動を行ってもよい
こととする。

通知 3月18日

平成23年3月18日付 国空機第1152号
国空乗第625号 東北地方太平洋沖地
震に伴う救援活動に従事する航空機に
関する航空法上の手続の弾力的な運
用について
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97 国土交通省 漂流物に関する注意喚起

家屋等の漂流物との衝突を回避できない状況が発
生した場合、沿海区域を越えて航行することができ
ない船舶も緊急避難的に沿海区域を越えて航行す
ることを認める。

事務連絡 3月18日
東北地方太平洋沖地震に伴う漂流物に
関する注意喚起について

98 国土交通省 国際貨物チャーター便の運用

被災地への支援物資の輸送を主たる目的として運
航される国際貨物チャーター便につき、航空自由化
が実現していない国・地域との間でもフォワーダー・
チャーターの運航を認めるとともに、原則運航の10
日前までに行わなければならない運航の許可の申
請期限を、運航の３日前までと緩和する。

通達 3月18日

平成23年3月18日付 国空国第3354
号・国空事第872号 東北地方太平洋
沖地震の発生に伴う国際貨物チャー
ター便の運用について

99 国土交通省
被災地の復興を目的とする船舶に係る乗組み基
準の特例

船舶職員及び小型船舶操縦者法では、個々の船舶
の実情に応じて、航行の安全上支障がないと認め
られる範囲内で、適切な配乗を認めることができる
としているところ、今般、震災の影響に鑑み、平水区
域を航行区域とする船舶が、被災地の復興作業に
従事することを目的として定係港及び被災港間等を
回航する場合については、平水区域に係る乗組み
で沿海区域を航行することを一時的に認める。

通達 3月19日

平成２３年３月１９日付 国海技第１７４
号 平成２３年（２０１１年）東北地方太
平洋沖地震災害対策に係る船舶職員
及び小型船舶操縦者法第２０条特例許
可の取扱いについて

100 国土交通省
災害復旧車両等の自動車検査証の有効期間の
伸長等

東北地方太平洋沖地震による被災地において、救
助、災害復旧、物資輸送等の活動を行うものであっ
て、災害救助法（昭和22年法律第118号）の適用を
受けた地方公共団体の災害対策本部等公的機関
が発行する救助、災害復旧、物資輸送等に使用さ
れている自動車であることを証する書面を有する自
動車について、当面、継続検査を受けることが困難
であると認められることから、当該自動車検査証の
有効期間を最大で2ヶ月間伸長。

公示
HPの公表

3月19日
4月5日

中国運輸局広島運輸支局長公示第9号
等

101 国土交通省 危険物荷役に係る許可手続きの簡素化
港の状況に応じ、非常時における現実的な安全対
策を講じさせることにより、概ね即日許可できるよ
う、迅速な処理を行う。

事務連絡 3月20日
平成２３年３月２０日付 事務連絡
被災港における危険物荷役の特例につ
いて
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102 国土交通省 抹消登録申請時の特例的取扱
永久抹消登録申請時に必要な情報・書面等がない
場合の代替措置。

通達 3月25日
平成23年3月25日付 国自情第234号
東北地方太平洋沖地震に伴う抹消登
録申請時の特例的取扱について

103 国土交通省 特車許可審査事務の迅速化
震災復興の観点から、特殊車両通行許可申請の
「目的地」又は「出発地」が被災地周辺の場合は、
最優先で処理を行う。

事務連絡 3月29日
平成23年３月29日付け「東北地方太平
洋沖地震」に係る特殊車両通行許可事
務の取扱いについて

104 国土交通省 新規登録、移転登録申請時の特例的措置
特定の地域内に住所を有する者が自動車を取得す
る際の、新規登録、移転登録に必要な書類の緩和
措置。

通達 3月30日
平成23年3月30日付 国自情第235号
被災地域における新規登録等の申請
について

105 国土交通省
災害により破損した建築物の応急の修繕に係る
建築基準法の取扱い

災害により破損した建築物の応急の修繕について
は、建築基準法第８５条第１項の規定により、災害
により破損した部分の修繕であれば、工事に着手す
る時期にかかわらず、建築基準法令の規定は適用
されないことについて周知。

通知 4月5日
平成23年4月5日付 国住指第27号
災害により破損した建築物の応急の修
繕に係る建築基準法の取扱いについて

106 国土交通省 トラック輸送対策

トラック輸送力を確保することにより、特定の被災地
域の支援業務及び復興支援等に安定的に対応す
るという観点から、緊急時の対応として、当分の間、
一般貨物自動車運送事業者が事業用自動車として
レンタカーを使用することを認める。

通達 4月5日
「東日本大震災の影響に伴うトラック輸
送対策について」（平成23年4月5日付
け国自貨第12号）

107 環境省 損壊家屋等の撤去等に関する指針
倒壊家屋等の撤去等に緊急に対処するため、私有
地の立ち入り等について指針を示したもの

通知 3月25日
東北地方太平洋沖地震における損壊
家屋等の撤去等に関する指針

108 環境省
公害健康被害補償法等に係る公費負担医療等
の取扱い

被災者が医療機関等において公害医療手帳等を提
出できない場合においても、公害健康被害補償法
等に基づく公費負担医療等を受けられる旨を周知
するもの

事務連絡 3月14日

東北地方太平洋沖地震被災地におけ
る「公害健康被害の補償等に関する法
律」「水俣病被害者の救済及び水俣病
問題の解決に関する特別措置法」「石
綿による健康被害の救済に関する法
律」等に係る公費負担医療等の取扱い
について
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109 環境省
環境省所管法令等における主な災害時の特例
規定

公害健康被害補償法、石綿健康被害救済法、自然
公園法、自然環境保全法、鳥獣保護法、種の保存
法、外来生物法、動物愛護管理法、悪臭防止法及
び公害防止事業費事業者負担法の関係法令にお
ける災害時の特例規定を周知。

法律
省令

3月18日
http://www.env.go.jp/jishin/
menseki/tokurei.html

110 環境省
一般廃棄物を産業廃棄物処理施設において処
理する際の届出期間に関する例外規定の創設

産業廃棄物処理施設において一般廃棄物を処理す
る際に必要となる届出について、本来30日前までに
届け出ることとされているところ、都道府県知事が
30日前までに届け出ることが困難な特別の事情が
あると認める場合（大量に発生した災害廃棄物の処
理を迅速に行わなければならない場合等）の例外
規定を設けるもの

省令
3月31日

（公布・施行）
廃棄物の処理及び清掃に関する法律
施行規則の一部を改正する省令

111 環境省
環境影響評価法第52条第２項により適用除外の
対象となる発電設備設置等の事業の実施

今般の震災により失われた電気供給力を補うため
の火力発電設備の設置について、災害復旧事業と
して位置付けられたものは環境影響評価法の適用
除外となることを確認。

事務連絡 4月4日
「環境影響評価法第52条第２項により
適用除外の対象となる発電設備設置等
の事業の実施について」

112 環境省
緊急のため海洋投入処分を認める廃棄物等の
指定

廃棄物の海洋投入処分にあたり、海洋汚染防止法
に基づく通常の許可手続きでは数ヶ月の期間が必
要となるため、緊急のため海洋投入処分を認める
廃棄物の排出（廃棄物、排出海域、排出基準）を定
めるもの

告示 4月7日

海洋汚染等及び海上災害の防止に関
する法律第十条第二項第六号の規定
に基づき環境大臣が指定する廃棄物並
びに排出海域及び排出方法に関し環境
大臣が定める基準

113 防衛省
被災地域等の防衛省職員採用試験受験希望者
の方で受験に関し特段の支障がある方の特例

通常の方法による申込等に特段の支障が生じてい
る受験希望者に対する申込受付方法の変更及び申
込受付期間の延長

事務連絡 3月30日

東北地方太平洋沖地震の被災地域等
の防衛省職員採用試験受験希望者で
受験に関し特段の支障がある場合の特
例について（通知）

114 人事院
被災地域等の国家公務員採用試験受験希望者
の受験に関する特例

被災地域等の受験申込者については、申込方法や
申込期間の特例のほか、Ⅰ種試験の第１次試験を
受験できないことがやむを得ないと特に認められる
者については、第２次試験（筆記試験）の前日に第
１次試験を再実施する。

人事院規則
に基づき
対外公表

3月25日

東北地方太平洋沖地震（東日本大震
災）の被災地域等の受験希望者の方で
受験に関し特段の支障がある方の特例
（別途４月６日に官報公告）
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